持続可能な発展と産業内分業モデル

―グローバル資本主義における国際分業の根拠

報告者：門田　清（東京国際大学）
　2012年12月の関東部会では、「グローバル社会における有機的連携　―　国際分業論に対する産業組織論的アプローチと日本及び新興大国の在り方」と題して、各国の認知特性に基づき、消費面を含めてリレー式に行われる国際分業に関する概略を論じた。本報告では、その規模に関する収穫逓増過程での国際分業を2国2財（創造的財、論理的財）1要素のリカード・モデルとして普遍化するとともに、2要素（個人主義／集団主義的認知要素）モデルに展開することで、個人主義的属性に基づく政府間連携における認知要素平面（ガバナンスを表す）上に簡単な持続可能な成長、発展モデルを提示する。前者では、各財の生産は収穫一定とすることで、認知特性という需要面との相互作用特性の相違が生産関数の相違の源泉となり得ることを確認する。また後者では、等生産量曲線によって個人主義的技術から集団主義的技術へのシフトを表現し得ることを示し、要素賦存比率の相違に基づくリレー式国際分業を確認したうえで、長期経済均衡における要素価格均等状態の維持される中での国内での比較優位と比較劣位の循環過程と国際的な比較優位のリレーを、持続的リレー式国際分業モデルとして提示する。

　日本ではモノづくりに比較優位を有しながら、サービス産業化も進んでいる。モノはコトの一つの表現であり、国際的にモノの世界を超えてコトの世界を主体とした国際分業論が求められていると言える。今や国家から企業、人間まで共通の論理の求められる世界にあるが、その中核を成す国際分業論をグローバル資本主義の長期的な理論的土台として提示したい。また課題先進国と言われる日本の取り組み等にもこうした国際分業の観点からの解釈が必要であろう。

　他方で、世界は冷戦構造が崩壊し一極化が進む一方で、新興諸国を迎え多極化も進んでいる。認知特性に基づく国際分業論では暗黙裡に固定されたメンバー間での棲み分けが仮定されるが、現在、グローバル資本主義のメンバーを急速に拡大させており、安定した棲み分け分業は将来の展望にしか見出し得ない。現在、進められているFTA交渉も、そうした将来展望を共有する中での国際的な調整の側面として考えられる。本報告において20世紀後半の単一系的国際関係も21世紀の複雑系的国際関係の枠組みの中で解釈し、既存のPLC論を始めとした貿易・投資理論に一貫した土台を与えられればと考えている。
